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（7）  ラインハート ＆ ロゴフは，1970 ～ 2008年に中所得国のデフォルト時における対外債務残高の対GDP比率
60％未満でデフォルトの半分以上が起きている事実を指摘し，返済能力よりも返済意志の方が重要であると
主張している。債務国には長期にわたって債務を返済する意志が十分にあると貸し手が確信していたら，債








（8）  ラインハート＆ ロゴフは，公的債務危機はいつか来た道であり，どこの国でもいつの時代でも起こりうる
ことであり，「今回は違う」（This Time is Different）と考えることを戒めている。信認の喪失による危機，債
務危機が予測困難な理由として信認（confidence）の移ろいやすさをあげている（Reinhart & Rogoff ［2009］ 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Reinhart, Carmen M. & Rogoff, Kenneth S. ［2009］ This Time Is Different: Eight 



































































































































































































































総農家戸数 専業農家 第一種兼業農家 第二種兼業農家
南あわじ市 3,731（100） 1,083（29.0） 819（22.0） 1,829（49.0）




～ 0.3ha 0.3 ～ 0.5ha 05 ～ 1.0ha 1.0 ～ 1.5ha 1.5 ～ 2.0ha 2.0 ～ 3.0ha 3.0 ～ ha 総 戸 数
南あわじ市 53（1.4） 596（16.0） 1904（51.0） 832（22.3） 233（6.3）  93（2.5） 2.0（0.5） 3,731（100）


























































































































































































































































































水 　 稲 1,170 35,320 455 430
タマネギ 1,000 52,000 5,200 4,981
ハクサイ 387 20,898 5,400 4,478
レ タ ス 243 5,666 2,332 2,059





（2月） ハクサイ レタス キャベツ
粗収益（円） 185,150 575,000 393,000 592,800 835,200 483,500
経営費（円） 115,409 343,481 262,211 385,975 391,531 245,144
所得（円） 69,741 231,519 130,789 206,825 483,661 238,356
所得率（%）※ 37.7 40.3 33.3 34.9 57.9 49.3
家族労働時間 357 205 196 130 336 151









































































































































































































































































































































































もある」と言う（MacIntyre, 1981:149 = 1993:183）。つまり，徳は単に何をするかだけでは
なく，その行動に際し何を好み何を嫌うのかということにも関わるものである（アームソ
ン, 2004:47-48）。Ryan等は，「われわれは，善いことを愛好するだろうか？」と問いかけた











































































































































































































































































































Come & Vega eds.,2011, Kidder,2005, Miller,2005）。次に，忍耐力や不屈等は勇気の属性で



























































































































































































































































と言える（Adams, Harris & Carley, 1998 : 1325-1326,  Bishop, 1992 : 294,  Driscall & Van Esch,2004 : 
28,  Hooker, 2004 : 73-74,  Mcwilliams & Nahavandi, 2006 : 422-423, Sims, 2002 :9）。しかしながら，こ
こにおいてその論議にわれわれは加わることはしない。そうした論議の発端が（経営）倫理教育の効果
に対する批判からきているだけに，その教育は「学生たちの道徳の発達には全く効力がない」（Derek, 
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その方式は書字方向に依存しているという（e.g. Fuhrman and Boroditsky 2010）。
こうした時間概念の空間的表象は消費者評価にどのように関わりうるのであろうか。











空間的配置が，製品属性に関する知覚の形成 （e.g., Deng and Khan 2009; van Rompay, de 
Vries, Bontekoe, and Tanja-Iijkstra 2012） や情報処理の促進 （Janiszewski 1988; Rettie 
and Brewer 2000） を通じて消費者評価に有意な影響を与えることが確認されてきた。
まず，製品の空間的配置と製品属性の知覚形成に関する先行研究を概観すると，Deng 



























































ることで時間の経過を経験することに由来すると考えられている（Núñez and Sweetser 
2006）。人は，過去と未来という時間概念を前方と後方のみならず，「左」と「右」いう空間
概念と対応づけており，その方式は書字方向に依存していることが，心理学や認知言語学
の分野で報告されている （e.g., Fuhrman and Boroditsky 2010; Santiago, Lupiáñez, Pérez, 
and Funes 2007; Tversky, Kugelmass, and Winsater 1991）。













示された。Ouellet, Santiago, Israeli, and Gabay （2010） では，スペイン人（左横書き文化圏）
とイスラエル人（ヘブライ語，右横書き文化圏）を対象に，画面の位置ではなく，聴覚刺激





















































































































まず主効果については，5％の有意水準において，時間概念（F （1, 381） = .287, p  = .592）
および空間配置（F （1, 381） = 3.008, p  = .084）の有意な影響は見られなかった。一方，2つ
の要因の交互作用は有意であった（F （1, 381） = 290.541, p  < .001）。そこで単純主効果の
分析をしたところ，左配置は，未来よりも過去との適合性が有意に高く（M 過去 = 5.00, SD 過
去 = 1.190 vs. M 未来 = 2.65, SD 未来 = .999; F （1, 381） = 180.917, p  < .001），右配置については，
過去よりも未来との適合性が有意に高いことが確認された（M 過去 = 2.80, SD 過去 =1 .247 




































年群（M 若年群 = 34.42, SD 若年群 = 4.612）と高年群に群分けした（M 高年群 = 51.29, SD 高年群 = 
6.618）。また，測定した過去肯定尺度の5項目のスコアを合成し（α= .81），中央値折半法
によって，被験者を高過去肯定群（M 高過去肯定群 = 5.04, SD 高過去肯定群 = 0.531）と低過去肯定群




価に対する製品の空間配置の有意な影響は見られなかった（M 左配置 = 4.30, SD 左配置 = 1.298 







散分析を実施した（図表6）。その結果，主効果については，空間配置（M 左配置 = 4.30, SD 左
配置 = 1.298 vs. M 右配置 = 4.22, SD 右配置 = 0.985; F  （1, 95） = 0.203, p  = .654）と年齢（M 若年 = 
4.22, SD 若年 = 1.055 vs. M 高年 = 4.31, SD 高年 = 1.235; F  （1, 95） = 0.207, p  = .650）のいずれも
有意でなかった。一方，空間配置と年齢の交互作用は有意であった（F （1, 95） = 6.626, p  = 
.012）。単純主効果の分析をしたところ，予想とは反対に，若年群では，レトロ製品の左右
の空間配置における製品評価に差が見られない反面（M 左配置 = 4.03, SD 左配置 = 1.110 vs. M
右配置 = 4.53, SD 右配置 = 0.905; F （1, 95） = 2.270, p  = .135），高年群の製品の良さの評価は，
レトロ製品が左に配置されている場合が右に配置される場合よりも有意に高いことが確認
できた（M 左配置 = 4.74 SD 左配置 = 1.485 vs. M 右配置 = 4.03, SD 右配置 = 0.999; F （1, 95） = 4.544, 





ない一方（F （1, 95） = 0.388 , p  = 535），過去肯定の主効果が確認された（M 高群 = 4.59, SD
高群 = 0.942 vs. M 低群 = 3.92, SD 低群 = 1.252; F  （1, 95） = 9.561, p  = .003）。これは過去肯定
の傾向が高いほど，レトロ製品に対する評価が高いことを意味する。しかし，この主効果
は，空間配置と過去肯定水準の有意な交互作用によって限定された（F （1, 95） = 4.263 , p  
= .042）。そこで単純主効果の分析をしたところ，過去肯定の低群では，製品の良さの評価
に対する空間配置の影響が見られなかった反面（M 左配置 = 3.78, SD 左配置 = 1.340 vs. M 右配置 




た（M 左配置 = 4.91 SD 左配置 = 0.949 vs. M 右配置 = 4.32, SD 右配置 = 0.863; F （1, 95） = 3.735, p  = 
.056）。また，左配置のレトロ製品に対して，過去肯定高群の製品の良さの評価が低過去肯
低群のそれより有意に高いことも示された（M 高過去肯定群 = 4.91, SD 高過去肯定群 = 0.949 vs. M 低

















析したところ，先行研究のChae and Hoegg （2013）とは異なり，製品配置の主効果（過去
概念を含む製品の評価は，左配置の場合が右配置の場合よりも高い）は見られなかった。
したがって，こうした違いをもたらす要因が何かについては更なる検討が必要である。た
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以降では，「Ａ ‐ Ｂ」／「Ａ ‐ Ｂ」という2次化を「Ａ ‐ Ｂ」2 と，その1次オーダー（ク
ラス 1 ともいう）にある「Ａ（Ｂ）なるＡ（Ｂ）」を「Ａ 1（Ｂ 1）」と，その2次オーダー（クラ
ス 2 ともいう）にある「Ｂ（Ａ）なるＡ（Ｂ）」を「Ａ 2（Ｂ 2）」と表記する。
第1節　4転回以後
問題意識化したことで脈々となる承前の「系統」―諸系列と諸文脈がある―上ですら
通用する「存在 ‐ 認識 ‐ 方法」論を考えるとき，［分岐］論理階型論（6）との折り合い，「自己
言及‐他己言及」との向き合いを前にして，まずは「同一‐差異」／「肯定‐否定」／「対
応 ‐ 整合」から述べよう。






















（6）  B. ラッセル／高村夏輝訳，2007年，156- ～ 185頁。A. N. ホワイトヘッド・Ｂ．ラッセル／岡本賢吾ほか訳，
1988年，127 ～ 207頁。
（7）  F. ヴァレラほか／田中靖夫訳，2001年，210 ～ 304頁。以上を先駆とする一派だけではない。







































（9）  J. ボードリヤール／竹原あき子訳，1984年，1 ～ 56頁。













のは，F. ソシュールの「ラング ‐ パロール」（14）に対応するC.  S. パースの後述する「タイ
プ ‐ トークン」である。両者にある「決定論 ‐ 非決定論」上での意味の「ズレ ‐ 反転」（15）
は，つぎの2次化にある。すなわち，パース流にいえば「始・起（⊃1次［性］）‐ 過程（⊃2
次［性］）‐ 終（⊃3次［性］）」（16）において「見えない境界」が設定されるまでの間での，「双













（11）  Korzybski, A., 1995, pp. 386-411.
（12）  R. ローティ／野家啓一監訳，1993年，325 ～ 338頁。以上では，S. A. クリプキとG. フレーゲを引用し言及し
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（13）  J. ホフマイヤー／松野孝一郎・高原美規訳，1999年，147 ～ 158頁。
（14）  ヒトの言語［潜在的能力］であるランガージュは，別言語共同体で用いられる多種多様な顕在的制度としての
国語体であるラングと，ランガージュを実現するための一般能力の行使であり個人思想に基づいたラングの





（16）  C. パース／内田種臣編訳，1986年，89 ～ 106頁。本論でいう1次，2次とは異なる。
（17）  語用論的共示一般とは表出者と翻案者間の送受信文脈・コミュニケーション時空で整合的な「自己 ‐ 他己」
という「表出 ‐ 翻案」系であり，意味論的外示一般とは共示一般が圧縮された指示系である。  






















ようにつめてまとめられる。つまり，「非日常文脈内包 ‐ 日常文脈内包」2 を種に，「哲学探
究内包 ‐ 非日常文脈内包」2，「日常文脈内包 ‐ 科学探究内包」2，そして「日常文脈内包 ‐
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者がその逆をいうときの組織は組織能力であるが， 以上は，組織と戦略のいずれがいずれに従うかの発端に
なった。このことが延長できるここでいう系列／文脈は，系統内の様々な系列／文脈のひとつである。
（21）  D. デイヴィッドソン／清塚邦彦ほか訳，2007年，35 ～ 71頁。以上に基づく。
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（29）  K. J. アロー／長名寛明訳，2013年，13 ～ 29頁。佐伯胖，1980年，65 ～ 66頁。

























己 ‐ 他己」は，相互に独立しない。なぜならば，「即自（客体側への経験の超越）‐ 対他を
経た対自（主体側への経験の超越）‐ 即自かつ対自」という理解での考えにも垣間見るが，












（31）  H. パトナム／藤田晋吾・中村正利訳，2006年。以上は，事実と価値の2分法の崩れをいう。これは，規範と理
念の2分法にも波及するが，ｎ±１と親和的である。
（32）  Rizzolatti, G., 2004, pp. 169-192.
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入が原理的に解決不可能であるという，組織境界の「限定 ‐ 無限定」性が同一視できない
レベルであるからである。ここに，「意味 ‐ 価値 ‐ 評価」の取り沙汰がある。
以上を縮減するために，間主体は，制度情報や目的情報など何らかの「権利 ‐ 義務」情
報を判断基準として，「言葉の止滅がない空 ‐ 言葉が止滅した空」（心理学でもいう「生を











的 ‐ 手段」がつくられるとき，それらは「管理 ‐ 作業」／「意思決定 ‐ 行為」の交差領
域のそれぞれにおいて「戦略 ‐ 戦術的」／「計画 ‐ 創発的」に策定され，ともかくも「進
化論的選択主義／構造論的付加主義」により選択されたものが実現される。ただし，「能動 ‐
受動」2 をいってもいえることだが，そのクラス 1 に入る「リーダー 1‐フォロワー 1」には「自
己言及 1 ‐ 他己言及 1」の閉じた反復が，そのクラス 2 に入る「リーダー 2 ‐ フォロワー 2」













クラス 1 とクラス 2 の論理の相互非還元性に由来することが何もないとは，哲学，科学，
そして学問（言語表現型芸術を含み）の最先端においてすら，誰もいいえていない。それら
の論理とは，前節までで分かるように「主客 ‐ 自他 ‐ 内外」／「縦横（垂直，水平）‐ 遠
（33）  Ｇ . ドゥールズ・F. ガタリ／宇野邦一ほか訳，2010年，15 ～ 61頁。以上のリゾーム性を，脱官僚主義だとは
単に考えない。
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近（遼遠，至近）」／「存在接続様相 ‐ 認識接続様相」の，論理 1 と論理 2 である（図2）。


















者であり物理 2 に収まるか否かが，後稿での補助線の引き方に絡む。論理 1 の物理 1 は「無機
（34）  Feigl, H., 1967, p. 10. なお，彼は心身同一説論者である。






















／因果」であり物理 2 は「『無機 ‐ 有機』／因果」であり，論理 2 は「『無機 ‐ 有機』／因果」
と「有機／非因果」であるが，これらの残余にある「無機／非因果」（無生物の生命）の探求
的取り扱いが両者にとって無関係ではないのである（36）。
各項の「起点（初期状態）‐ 過程（⊃現在）‐ 終点（終期状態）」において，相互に「介入 ‐
被介入」／「成功‐失敗」という状態がある（になる）ところのAPS間カップリングを「構
造カップリング」という。たとえば，「資本 ‐ 国家」の2項および「資本 ‐ 国家 ‐ 消費者」
の3項によってもたとえられる（37）。この2項のクラス 2 には国家独占資本とこの対極の「資





治性 ‐ 対外独立性 ‐ 最高決定性」という3志向の周知な混在である。以上や，社会生物学
ではいわれなかった「中立選択」を踏まえると，物理学であった複雑系論が，社会科学に原










は，論理 1 としてクリティカル 1 である。これに対し，観念論的1元論か唯物論的1元論かと
いう由来からの弁証法も，構造主義かポスト構造主義かという由来からのプラグマティズ









（38）  Stern, L. W. and T. Reve, 1980, p. 54.
（39）  清水博，1995年，3 ～ 65頁。
（40）  A. バーマン／立崎秀和訳，1993年，425 ～ 524頁。R. ローティ／野家啓一監訳，1993年。ネオ・プラグマティ
ズムといわれる転回には，哲学と科学の形式区分を超えようとしたものがある。以上に基づく。
（41）  M. オークショット／嶋津格ほか訳，2013年，237 ～ 300頁。
（42）  S. トゥールミン／戸田山和久・福澤一吉訳，2011年。
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るが，「対話の残余」の中心になる論理 2 を孕んでしまっていると考える。そして，1.5元論
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上記の「AからかBからか」をいうときには，2重性のある大小（「大 2 ‐ 小 2」）関係の変化







（43）  L.ヴィトゲンシュタイン／丘沢静也訳，2013年，155～156頁。S. A. クリプキ／黒崎宏訳，1983年。1～219頁。
（44）  E. フッサール／渡辺二郎訳，1979年。
（45）  Wiley, N., 1988, pp. 254-261. 以上に基づく。
（46）  M. フーコー／高桑和巳訳，2007年，3 ～ 109頁。
（47） S. Camazine and et al., 2003.   以上は，これを生物学的に言及している。






ケールである交変系における商取引行為の対象区分として，「『モノ 1 ‐ コト 1』‐『モノ 2 ‐















における“goods”や “services”は，「グッズ 1 ‐ サービス 1」に相当する。GDLを包摂する
SDLにおける“service”は“goods（services）なるservices（goods）”であるから“good”と能





コト―「日常 ‐ 非日常」／「至近 ‐ 遼遠」／「高文脈 ‐ 低文脈」といった選択変項が
再参入するものだが―に単に対応させるようでは，SDLの真意が隠蔽されると慮るから
である。ここからは，モノ 1 ‐ コト 1，モノ 2 ‐ コト 2 ということになる。一方，同図に入れ
る能記を，交換―「時間 ‐ 場所」効用を生むソーティングの4区分がある―と変換（⊃
変形）―形態効用を生むシェイピングとフィッティング等が実践上で再参入する―に，
再参入させる能記を時間と場所に置換すれば，ここからは，交換 1 ‐ 変換 1，交換 2 ‐ 変換 2
ということになる。ただし，効用は，「時間 ‐ 場所」2 にある［物質（そのエネルギー）の］
形態に還元される面（物理 1，物理 2）と，生物学的な物質のパターン創造のように形態に還
（49）  猿渡敏公，1984年，315 ～ 339頁。同，1886年，251 ～ 267頁。
（50）  以下では「生産あり‐なし」／「流通あり‐なし」による製品［以前］の捉え方に基づき言及している。ここで，
生産は変換，流通は交換に置換できる。長谷川博，2007年，134 ～ 143頁。
（51）  Williamson, O. E., 1979, pp. 239-240. 彼がいう機会主義は前者である。
（52）  Rush, F. R. and S. L. Vargo, 2006. Rush, F. R. and S. L. Vargo, 2014.
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元されない面（未然の物理 2 など）がある。
「モノ ‐ コト」／「グッズ ‐ サービス」／「交換 ‐ 変換」／「時間効用 ‐ 場所効用」
においては，どれにどれを再参入させても，相互の意味のズレに生じる意味があれば，そ



















Ansoff, H., 1978, Strategic Management , The Macmillan Press. （H. I. アンゾフ／中村元一
訳，1980年，『戦略経営論』産業能率大学出版部）
Aradhna, K., 2012, “An Integrative Review of Sensory Marketing: Engaging the Senses 
to Affect Perception, Judgment and Behavior,” Journal of Consumer Psychology , 22（3）, 
図3　モノ1 ‐コト1，モノ2 ‐コト2
モノ コト
グッズ サービス グッズ サービス
モノ
グッズ
モノ 1 モノ 2サービス
コト
グッズ
コト 2 コト 1サービス
─107─
pp. 332-351.
Chandler, Jr., A. D., 1962, Strategy and Structure：Chapters in the History of the 
Industrial Enterprise , MIT Press. （三菱経済研究所訳，1967年，『経営戦略と組織： 米
国企業の事業部制成立史』実業之日本社）
Feigl, H., 1967, The “Mental” and the “Physical” : The Essay and a Postscript . University 
of Minnesota.（H. ファイグル／伊藤笏康・萩野弘之訳，1989年，『こころともの』勁草書
房）
Floride, l., 2004, “A Defense of （Informational Structural Realism,” Synthese , 161（2）, pp. 
219-253.
Korzybski, A., 1995, Science and Sanity: An Introduction to Non-Aristotelian systems 
and General Semantics , Institute of General Semantics.
Rizzolatti, G., 2004, “The Mirror-Neuron System,” Annual Review of Neuroscience , 17, 
pp. 169-192.
Rush, R. F. and S. L. Vargo, 2006, The Service-Dominant Logic of Marketing: Dialog, 
Debate, and Directions , Routledge.
Rush, F. R. and S. L. Vargo, 2014, Service- Dominant Logic: Premises, Perspectives, 
Possibilities , Cambridge University Press.
S. Camazine and et. al., 2003, Self-Organization in Biological Systems , Princeton 
University Press. （S. カマジンほか／松本忠夫・三中信宏訳, 2001年，『生物にとって自
己組織化とは何か： 群れ形成のメカニズム』海游舎。初版の訳書である）
Stern, L. W. and T. Reve, 1980, “Distribution Cannels as a Political Economies: A 
Framework for Comparative Analysis,”Journal of Marketing , 44, summer, pp. 52-64.
Wiley, N., 1988, “The Micro-Macro Problem in Social Theory,” Sociological Theory , 6（2）, 
pp. 254-261.
Williamson, O. E., 1979, “Transaction ‐ Cost Economics: The Goverance of Contractual 
















































J. R. サール／山崎貴光・吉川浩満訳，2006年，『MIND マインド：心の哲学』朝日出版社。






































































































































（14）  例えば，川口章（2012）「昇進意欲の男女比較」，日本労働研究雑誌 No．620，武石恵美子（2014）「女性の昇進意
欲を高める職場の要因」，日本労働研究雑誌 No．678。
（15）  Kato, Kawaguchi and Owan（2013）“Dynamics of the Gender Gap in the Workplace : An econometric case 





































（17）  Becker, G. S. （1975） Human Capital: A theoretical and Empirical Analysis, with Special Reference to 

































































































































































































































































































































































































































































































































（26）  Noe, R. A., Hollenbeck, J. R., Gerhart, B. and Wright, P. M. （2000）Human Resource Management : Gaining 









































































































































































Mark Cuban は有名な企業家であり，Dallas Mavericks と Landmark theaters 等の現
オーナーである。本件CEOとMamma.com社に対する義務に違反して，同社株を売買する
こと―要するに不正流用理論の責任に基づくインサイダー取引―により，Cubanが1933
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Statement-translation.pdf, （2016. 11. 14）。山本・前掲注（1）125頁。
（8）  　SEC v. Cuban, 620 F. 3d 551 （2010）. 本件の解説として，栗山修「米国連邦インサイダー取引規制とSEC
規則10b5－2」国際商事法務39巻4号613頁（2011）を参照した。
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Cubanの主張は同氏の12条（b）（6）項の主張と異なるという限りでは，訴状は十
分に「詳細」な諸事実を申し立てており，規則9条（b）項に違反しない（See id.）。
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（1997）.
20 　Id.  at 650.
21 　Id.  at 653.
22 　Id.  at 660.
23 　Id.  at 662.  義務は株主ではなく情報源に向かうので，『受認者が，未公開情報
に基づいて取引するつもりであることを情報源に明らかにするならば，「欺瞞的













24 　17 C.F.R. § 240. 10b5－2（b）（1）.
訴状は，2004年3月に，CubanがMamma.com社株60万株，6.3%の株を取得したとする。












































30 　Compl. at P 20 （alteration in original）.















































































































旨を告げた場合の懸念について，Saikrishna Prakash, Our Dysfunctional Insider Trading Regime , 99 COLM. 
L. REV. 1491 （1999）を参照されたい。また，重要な未公開情報を漏洩した者の責任を認めるための要件に関
する懸念として，David T. Cohen, Old Rule, New Theory: Revising the Personal Benefit Requirement for 
























































































法』219頁（中央経済社, 2000）も参照。  
　U.S. v. O’Hagan, 117 S. Ct. 2199 （1997）. O’Hagan事件判決を解説する邦語文献として，たとえば以下に掲









（19）  　See  Harry S. Gerla, Confidentiality Agreements and the Misappropriation Theory of Insider Trading: 
Avoiding the Fiduciary Duty Fetish , 39 DAYTON L. REV. 331 （2015）. See also  Tyler J. Bexley, Reining in 
















（20）  　SEC v. Dorozhko, 574 F. 3d 42 （2d Cir. 2009）. Dorozhko事件で，裁判所は，投資者に対する直接の虚偽表
示は見出しにくいいものの，ハッキングをこころみた際にID等の不実表示があった場合には，ハッカーがコ
ンピューターを欺いた余地があることに言及した。しかしながら，ハッキングがロックされた書棚から鍵を
盗むことと同様の行為であれば，欺瞞は存在しないという主張もなされるかもしれない。See  Brian A. Karol, 
Deception Absent Duty: Computer Hackers & Section 10（b） Liabilit y, 19 U. MIAMI. BUS. L. REV. 185 （2011）. 
　次の諸文献も参照されたい。James A. Jones Ⅱ , Outsider Hacking and Insider Trading: The expanding 
of Liability Absent a Fiduciary Duty , 6 WASH. J. L. TECH. & ARTS 111 （2010）. Adam R. Nelson, Extending 
Outsider Trading Liability to Thieves , 80 FORDHAM L. REV. 2157 （2012）. Robert T. Denny, Beyond Mere 
Theft: Why Computer Hackers Trading on Wrongfully Acquired Information Should Be Held Accountable 
Under the Securities Exchange Act , 2010 UTAH L. REV. 963 （2010）. John C. Coffee Jr., Mapping the Future 
of Insider Trading Law: Of Boundaries, Gaps and Strategies , 2013 COLUM BUS. L. REV. 281 （2013）. Mark F. 
DiGiovanii, Weeding Out a New Theory of Insider Trading Liability and Cultivating an Heirloom Variety , 
A Proposed Response to SEC v. Dorozhko , 19 GEO. MASON. L. REV. 593 （2012）. Elizabeth A. Odian, SEC 
v. Dorozhko’s Affirmative Misrepresentation Theory of Insider Trading: An Improper Means to a Proper 
End , 94 MARQ. L. REV. 1313 （2011）. Hagar Cohen, Cracking Hacking: Expanding Insider Trading Liability 













（23）  　SEC v. Maxwell, 341 F. Supp. 2d 941 （2004）. Maxwell事件の解説として，Cohen, supra  note 10，川口恭
弘「内部者取引における情報伝達者の責任」商事法務1997号61－65頁（2013），拙稿「情報提供者と情報受領
者の責任に関する小論」千葉商大論叢47巻1号163－168頁（2009）がある。  
　対照的な事例として，SEC v. Yun, 327 F. 3d 1263 （11th Cir. 2003）を参照。Yun事件の解説として，石田眞
得「不正流用理論における情報伝達者の「利得」要件」商事法務1714号44－46頁（2004），M. Anne Kaufold, 
Defining Misappropriation Theory: The Spousal Duty of Loyalty and the Expectation of Benefit , 55 
MERCER L. REV. 1489 （2004）がある。  















































































（2）  例外としてOECD モデル条約Commentary on article 4, para 3.28.において日本と韓国は「実質的管理場所」
の用語の代わりに「Head or Main Office」を使用するという留保（reservations）の立場を明らかにしている。
以下原文参照。  
28.Japan and Korea reserve their position on the provisions in this other Articles in the Model Tax 
Convention which refer directly or indirectly to the place of effective management. Instead of the term 











































（5）  ARTICLE 4 RESIDENT 1. For the purposes of this Convention, the term “resident of a Contracting State” 
means any person who, under the laws of that State, is liable to tax therein by reason of his domicile, 
residence, place of management or any other criterion of a similar nature, and also includes that State and 
any political subdivision or local authority thereof.  
ARTICLE 4 RESIDENT 3. Where by reason of the provisions of paragraph 1 a person other than an 
individual is a resident of both Contracting States, then it shall be deemed to be a resident only of the 
State in which its place of effective management is situated.  
Commentary on article 4, para 3.24. As a result of these considerations, the “place of effective 
management” has been adopted as the preference criterion for persons other than individuals. The 
place of effective management is the place where key management and commercial decisions that are 
necessary for the conduct of the entity's business as a whole are in substance made. All relevant facts and 
circumstances must be examined to determine the place of effective management. An entity may more 












Discussion Paper（2001）とOECD Discussion Draft（2003）について検討する。
まず，OECD, The impact of the communications revolution on the application of “Place 
of effective management” as a tie breaker rule, Discussion paper OECD Technical 










（6）  Commentary on article 4, para 3.24. 前掲注（4）
（7）  Commentary on article 4, para 3.24.1 Competent authorities having to apply such a provision to determine 
the residence of a legal person for purposes of the Convention would be expected to take account of various 
factors, such as where the meetings of its board of directors or equivalent body are usually held, where the 
chief executive officer and other senior executives usually carry on their activities, where the senior day-to-
day management of the person is carried on, where the person’s headquarters are located, which country’s 
laws govern the legal status of the person, where its accounting records are kept, whether determining that 
the legal person is a resident of one of the Contracting States but not of the other for the purpose of the 
Convention would carry the risk of an improper use of the provisions of the Convention etc.   
イ　ジェホ・前掲注（2），292頁，川田　剛・徳永匡子『OECDモデル租税条約コメンタリ－逐条解説』，（税務
研究会出版局，2014）94－95頁参照。
（8）  OECD, The impact of the communications revolution on the application of “Place of effective management” 
as a tie breaker rule, Discussion paper OECD Technical Advisory Group （2001），7－9頁引用，以下原文参照。 
Summary of key factors in determining a place of effective management  
31. A place of effective management will generally be where key management and commercial decisions 
necessary for the conduct of a business are in substance made and given. This will ordinarily be where 
the directors meet to make decisions relating to the management of the company, but the determination 
of a place of effective management is a question of fact and other relevant factors taken into account by 
the courts have included:  
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－ Where the centre of top level management is located.  
－ Where the business operations are actually conducted.  
－ Legal factors such as the place of incorporation, the location of the registered office, public officer, etc.  
－ Where controlling shareholders make key management and commercial decisions in relation to the 
company; and  
－ Where the directors reside.
（9）  Place of effective management in multi-jurisdictions  
39. German case law suggests that the residence of a company may be determined by the residence of 
the top manager, in cases where the place of management cannot be determined. It may be that this 
approach could be extended to companies managed by a board of directors or senior executives. However, 
increasingly, it is likely that situations will arise where those people are not all residents of one country.
（10）  Mobility  
42. Increasing numbers of enterprises conducting transnational businesses, combined with rapid 
improvement in global transportation systems, are also likely to have an impact on the place of effective 
management concept. In particular, there may be an increased incidence of mobile places of effective 
management.  
43. It is not too difficult, for example, to envisage a situation where the managing director of a company 
who is responsible for the management of that company is constantly on the move. In some extreme 
cases, that person may consistently be making the decisions while flying over the ocean or while visiting 
various sites in different jurisdictions where his business is conducted.  
44. Similarly, a board of directors may arrange to meet in different places throughout the year. For 
example, the board of a multinational enterprise may agree to meet at the offices of the enterprise around 
the globe on a rotational basis. This can also lead to an enterprise having a mobile place of effective 
management.
（11）  Place of effective management in multi-jurisdictions  
47. As noted above, the characteristics of effective management may exist in a number of jurisdictions and 
it may be said to exist simultaneously in more than one jurisdiction without a specific single jurisdiction 
being dominant. Thus to the extent that the place of effective management test fails to provide a clear 
allocation of residence to one country, albeit in a limited number of cases, it may be seen to be an 
ineffective rule.  
48. In order to achieve a tie-breaker rule that will produce a single territory result in all cases, the 
following options may be considered:  


















i）　実質的管理場所（Place of effective management）
ii）　設立地（Place of incorporation）
iii）　経済的繋がり（Economic nexus; and）
B） Refine the place of effective management test.  
C） Establish a hierarchy of tests, as in the individual tie-breaker so that if one test does not provide an 
outcome, the next test will apply; or  
D） A combination of B and C above.  
A） Replace the place of effective management concept  
50. Various options have been raised as a possible alternative tie-breaker, such as:  
i） Place of incorporation or, in the case of an unincorporated association, place where corporate law 
applies to the establishment of the enterprise.  
ii） Place where the directors/shareholders reside; and  
iii）The place where economic nexus is strongest.
（12）  B） Refine the place of effective management test  
62. In refining the existing place of effective management test, two options have been suggested. Either, 
making a determination on the basis of predominant factor（s） or giving a weighting to various factors.  
63. The construction of paragraph 24 of the 2000 Commentary presupposes that the determination is on 
the basis of the following predominant factors; where the key management and commercial decisions are 
made in substance; where the most senior person or group of persons makes its decisions and where the 
actions to be taken by the enterprise as a whole are determined. It may be that, for the majority of cases 
involving the company residence tie-breaker, these three factors readily deliver a decision which reflects 
the underlying policy intent. This may be considered the norm.
（13）  71. The level or levels below would therefore deal with determinations regarded as the exceptions.  A 
possible structure for such a hierarchy may be:  
－ Place of effective management.  
－ Place of incorporation.  




次に，2003年に発表されたOECD, “Place of effective management concept: suggestions 
for changes to the OCED Model Convention”, Discussion draft, OCED Technical 






















（14）  OECD, “Place of effective management concept: suggestions for changes to the OCED Model Convention”, 
Discussion draft, OCED Technical Advisory Group （2003），2－3頁引用。
（15）  “3. Where by reason of the provisions of paragraph 1 a person other than an individual is a resident of 
both Contracting States, then its status shall be determined as follows:   
a） it shall be deemed to be a resident only of the State in which its place of effective management is 
situated;  
b） if the State in which its place of effective management is situated cannot be determined or if its place 
of effective management is in neither State, it shall be deemed to be a resident only of the State ［OPTION 
A: with which its economic relations are closer］ ［OPTION B: in which its business activities are primarily 
carried on］ ［OPTION C: in which its senior executive decisions are primarily taken］.  
c） if the State ［with which its economic relations are closer］ ［in which its business activities are primarily 
carried on］ ［in which its senior executive decisions are primarily taken］ cannot be determined, it shall be 
deemed to be a resident of the State from the laws of which it derives its legal status;  
d） if it derives its legal status from neither State or from both States, or if the State the State from 
the laws of which it derives its legal status cannot be determined, the competent authorities of the 









































































































































































































































（23）  Commentary on article 4, para 3.24.1・前掲注（7）
（24）  ヤン　スンギョン・パク　フン・前掲注（16）71頁，カン　ナンギュ「2013年国際租税判例回顧」，（租税学術
論文集第30集第2号，2014），223頁。


























































































































































































OECD, The impact of the communications revolution on the application of “Place of 
effective management” as a tie breaker rule, Discussion paper OECD Technical 
Advisory Group （2001）
OECD, “Place of effective management concept: suggestions for changes to the OCED 















































関する研究が多く行われている（例えば，Hong and Sun 2012; Krishna and Morrin 2008; 
Peck and Wiggins 2006）。本研究では，触覚の主要な属性の1つである重さに注目をして
議論を進めていく。
重さに関する既存研究によると，人は重さを経験した際，本来関連のない対象に対する

















近年，感覚マーケティングに関して高い関心が寄せられている。Journal of Consumer 
Psychology の2014年4月号では感覚マーケティングに関する特集号が組まれたほか，
Psychology & Marketing の2014年7月号では店頭マーケティングに関する特集号が組ま
れ，店舗内の感覚刺激と購買行動に関する研究成果がまとめられている。
すでに述べた通り，感覚マーケティングは消費者の五感に焦点を当てた考え方である。
古くから取り組まれてきたのは視覚に関する研究であるが（例えば，Bloch 1995; Garber , 
Burke, and Jones 2000），近年では触覚に関する研究も多く行われるようになった。
触覚情報には，手触り，硬さ，重さ，温度という4 つの主要な属性がある。（Klatzky and 
Lederman 1992; Peck 2010; Peck and Childers 2003a）。こうした触覚情報は，一見すると
関連性のない消費者の意思決定に，無意識的に影響を及ぼしていることが知られている。
マーケティングおよび消費者行動の分野において，こうした影響を初めて本格的に議論し
























すること（Zwebner, Lee, and Goldenberg 2013），暖かさによって社会的親密性を感じると，
他者の意見を参考にしやすくなること（Huang et al. 2014）などが明らかにされている。
2－2　重さと身体化認知理論
手触り，硬さ，温度のほか，触覚の主要属性の1つである重さに関しても複数の研究が行
われてきた。初めて重さを中心的に扱ったのは，Jostmann et al. （2009）である。彼らは，3 
つの実験を行った結果，重いクリップボードを持った場合，軽いクリップボードを持った
場合に比べ，通貨の価値や委員会での発言を「重要である」と感じる傾向を明らかにした。















ことによって，抽象的な概念を理解しているという（Asch 1958; Lakoff and Johnson 1980; 







































（Underwood, Klein, and Burke 2001），絵画作品の画像を掲載することにより高級感や製品
評価を高められることなどが明らかにされてきた（Hagtvedt and Patrick 2008）。こうした
なかで，パッケージ上に掲載された画像の位置が重量感に影響を及ぼすことを明らかにし















る（Deng and Khan 2009）。重量感知覚が高い場合，消費者は重さに関する意味概念を活





（Peck and Childers 2003b, 431），手段的接触欲求（instrumental need for touch; INFT）と












Krishna and Morrin （2008）の知見のベースとなっているのは，認知の2段階モデル
（two-stage model of cognition）である。このモデルによると，人の認知プロセスは2つの




















られる（Jostmann et al. 2009）。すなわち，独立変数：「製品画像の掲載位置」→媒介変数：「重
量感知覚」→従属変数：「重要性知覚」という媒介モデルが成立する。







































たのち，重量感知覚と重要性知覚を測定した。重量感知覚については，Deng and Khan 
（2009）をもとに，「ずっしりとした印象があるパッケージである」という項目を設定した。
重要性知覚についてはJostmann et al. （2009）を参考にし，「重要な買い物になりそうで
ある」という項目を用いた。いずれも，リッカート式7点尺度（「1: そう思わない」～「7: 
そう思う」）で回答してもらっている。最後に，実験参加者のANFTについて測定した。






















画像が上に配置されたパッケージを提示された群（n = 47; 以下，「上配置群」と表記）と，
画像が下に配置されたパッケージを提示された群（n = 42; 以下，「下配置群」と表記）にお
ける，パッケージに対する選好，高級感，典型性をt 検定により比較した。その結果，パッ
ケージに対する選好（M 上 = 4.09, SD 上 = 1.349 vs. M 下 = 4.26, SD 下 = .989; t  （87） = –.698, 
p  = .487, d  = .14），高級感（M 上 = 3.40, SD 上 = 1.330 vs. M 下 = 3.55, SD 下 = 1.273; t  （87） = 
–.518, p  = .606, d  = .12），典型性（M 上 = 4.51, SD 上 = 1.081 vs. M 下 = 4.50, SD 下 = 1.330; t  







る（Aiken and West 1991）。その結果，「画像掲載位置」は有意とならず（β = .073, t  （85） 
= .703, p  = .484），ANFTの主効果も有意ではなかった（β = .060, t  （85） = 0.552, p  = 
.583）。一方で，交互作用項である「画像掲載位置×ANFT」が有意となった（β = –.261, t  
（85） = –2.425, p  = .017）。下位検定を実施した結果，ANFT低群（－1SD）において，下配
置群は上配置群に比べ，高い重要性知覚を示し，その差は有意であった（M 上 = 2.914, SD 上 
= 0.261 vs. M 下 = 3.799, SD 下 = 0.292; β = .336, t  （85） = 2.258, p = .026; 図3）。これに対し，
ANFT高群（+1SD）において，「画像掲載位置」が「重要性知覚」に及ぼす効果は認められ
なかった（M 上 = 3.764, SD 上 = 0.249 vs. M 下 = 3.264, SD 下 = 0.312; β = -.190, t  （85） = 0.399, 










載位置」が「重量感知覚」に与える主効果は有意とならなかったが（β = .112, t  （85） = 1.161, 
p  = .249），「画像掲載位置×ANFT」の交互作用項が「重量感知覚」に与える影響が有意と
なり（β = –.340, t  （85） = –3.465, p  = .001），「重量感知覚」から「重要性知覚」へのパスも
有意となった（β = .358, t  （85） = 3.216, p  = .002; 図4）。下位検定を実施した結果，ANFT
低群（－1SD）において，「画像掲載位置」から「重要性知覚」へのパスが有意となった（95% 
CI  ［.106, 1.664］）。さらに，媒介変数を含めた間接効果も有意であることが確認された（95% 
















































（Jostmann et al. 2009）。身体化認知理論によると，ある対象から得られた重いという感覚
経験が，重さと関連する概念を活性化し，別の対象の評価に影響を及ぼしていると説明さ
れる。したがって，身体的に重さを経験した場合のみならず，重さにまつわる単語をプラ
イミングした場合においても同様の効果が生じる（Zhang and Li 2012）。本研究は，言語的
なプライミングのみならず，パッケージ・デザインという視覚的な情報によっても重量感
知覚が高まり，結果的に対象の重要性知覚が強まることを明らかにした。重量感から重要























た。この結果は，画像掲載位置と重量感知覚に関して明らかにしたDeng and Khan （2009）
の結果と矛盾するものである。こうした結果が生じた原因には，複数の可能性を考えるこ
とができる。
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3．組織市民行動を背景としたAlgesheimer et al. （2005）のコミュニティ・エンゲージメント




Muniz and O’ Guinn （1996）がブランド・コミュニティという概念を示して以来，当
該領域は20年に渡り様々な視点から研究が進められてきた。中でも，Algesheimer et al. 














入れられるようになっていった（e.g., Bagozzi and Dholakia 2006a ; Woisetschlager et al. 





































































また，Carlson et al. （2008）は，ブランド・コミュニティ同一化とマーケティング成果に





















感覚（psychological sense of community=PSOC）（4）に基づき，協力の気持ち，友情，信頼，
支援，ニーズの満足といった要素からなる概念であると説明している。


































et al. 2008; Woisetschlager et al. 2008; Tsai et al. 2012）。最後に，参加のモチベーション




研究者 概念 定義 先行要因 影響を及ぼす結果要素 測定尺度
Bagozzi and Dholakia 
（2006a）

















































Woisetschlager et al. 
（2008）
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（ consumer  
participation）
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下ではまず，Algesheimer et al. （2005）の依拠した組織市民行動，及び関連概念について
概観し，その上でAlgesheimer et al. （2005）の定義について改めて確認する。







































（6）  組織忠実性に相当すると考えられる行動として，逆風の中でも組織へのコミットを続けること（e.g.,Muniz 
and Schau 2005），対抗的ロイヤルティ（e.g.,Muniz and O’ Guinn 2001; Thompson and Sinha 2008）ブラン








































































































































































出典：Algesheimer et al. （2005）,p28.
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彼らは，Calder et al. （2009）のウェブサイトへの消費者エンゲージメント（8），Sprott et 






















（8）  Calder et al. （2009）はウェブサイトへの消費者エンゲージメントを「経験の集合（そのサイトがどのくらい自
分たちの生活にフィットしているかについての考え）」と定義している。
（9）  Sprott et al. （2009）は自己概念におけるブランド・エンゲージメントを「自分自身の一部の中にどの程度重
要なブランドを含んでいるのかという消費者の傾向を表現する個々人の差異」と定義している。
（10）  Hollebeek et al. （2014）は消費者のブランド・エンゲージメントを「消費者とブランドに関係した消費者のポ
ジティブな認知的，感情的，行動的なブランド関連行動」と定義している。
























一方，両者の相違点として，Algesheimer et al. （2005）では，定義の中にコミュニティ
への協力といった意味合いが含まれるが，Baldus et al.（2015）には構成要素も含めそのよ
うな内容は見られない。また，Baldus et al.（2015）では構成要素として「ブランドの影響」
「ブランドへの愛着」が含まれているが，Algesheimer et al. （2005）ではブランドとの関係
性を示す要素はコミュニティ・エンゲージメントとは棲み分けて捉えられている（12）。こう
いった相違点は，両概念が依拠している理論背景の違いによるものだと考えられる。組織
























































Woisetschlager et al. （2008）の「消費者参加」に「ニーズの満足」（14）が含まれているなど，
直接的ではないかもしれないが，自己便益を示唆する要素は確認できる。
3つ目の組織との関係性に関しては見解が分かれる。例えば，定義の中に「コミュニティ












前述の通り，Algesheimer et al. （2005）及びその類似概念ではブランドとの関係性は，独
（14）  Woisetschlager et al. （2008）の消費者参加を測定する項目の中には，アドバイスを探すためコミュニティに
参加したり，コミュニティに参加して新しい友人を見つける，などといった内容が見られる。













援助 〇 〇 〇
相互作用 〇 〇 〇
自己便益
快楽的 〇 〇 △




貢献や協力 〇 － 〇
コミュニティとの
結びつき － 〇 －
ブランドとの
関係性
ブランドへの愛着 － 〇 －








Algesheimer et al. （2005）のコミュニティ・エンゲージメントを発展させることを目的と
しながらも，研究の大部分をマーケティングにおけるエンゲージメント概念に依拠してお




















援助とは，「仲間を助けたいと感じる程度」と説明され（e.g.,Baldus et al. 2015），「メン
バーを支援することができるのでコミュニティの活動に参加したいと思う」（Algesheimer 
et al. 2005）「コミュニティのメンバーと互いに助け合う」（Woisetschlager et al. 2008），「メ




（16）  前述の通り，Algesheimer et al. （2005）ではブランド・コミュニティ同一化の先行要因に設定されている。ま
た，Carlson et al. （2008）では心理的ブランド・コミュニティ感覚の結果要素として設定されている。
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に交流する」（Tsai et al. 2012）といった測定項目に代表されるように，コミュニティのメ
ンバーとの交流を意味する。交流の主な内容は，自分と似た考えを持つメンバーとブラン
ドについて話をしたり（e.g.,Baldus et al. 2015），そのブランドを囲んで一緒に出かけるな
ど（e.g., Bagozzi and Dholakia 2006a），ブランドを中心としたものである（17）。
■快楽的な自己便益
快楽的な自己便益についてBaldus et al. （2015）は「メンバーが，快楽的な報酬を得よう
とする程度」と説明している。「楽しさがこのブランド・コミュニティに参加する最大の理
由である」（Baldus et al. 2015），「参加後にとても気が晴れるのでコミュニティの活動に参
加したいと思う」（Algesheimer et al. 2005），といった測定項目が用いられているところか
ら，この場合の快楽的は主に「楽しさ」を指すものとする。
■実利的な自己便益




ミュニティの活動に参加したいと思う」（Algesheimer et al. 2005）とあるように，自分の
定めた何かしらの目標達成という場合もあるだろう。例えば，ブランドに関する最新情報
の取得など（e.g., Thompson and Sinha 2008; Baldus et al. 2015）も該当すると考えられる。
■自発的な貢献や協力




















ティ参加の本質的なモチベーションとしてAlgesheimer et al. （2005）によってその重要性
が示されたものの，当該研究領域における関心はその後同一化概念へと集中し，Baldus et 
al. （2015）が改めて注目するまで，中心的な議論からは外れていた。
Baldus et al. （2015）の開発した測定尺度は，多様な要素を検討した多次元尺度で構成さ
れており，一見，単一次元で測定したAlgesheimer et al. （2005）を発展させたものにも見
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ティに参加する本質的なモチベーションとしてAlgesheimer et al. （2005）によってその重
要性が示唆された。しかし，その後Baldus et al. （2015）が改めて注目するまでの間，中心
的な議論からは外れており研究蓄積は未だ少ない。また，Baldus et al. （2015） の示した定




















































































































（5）  当分野の先行研究を体系化したものとして,Hansen and Schaltegger（2016）を挙げることができる。
図表3　環境マネジメント・コントロールのプロセス





















































































































Social Responsibility）に代わって,CSV（Creating Shared Value）という概念が台頭してい
る（Porter and Kramer,2011）。Porter and Kramer（2011）によれば,CSV（共通価値）とは,
「企業が事業を営む地域社会の経済条件や社会条件を改善しながら,自らの競争力を高める
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ム（Single Supervisory Mechanism：SSM），②単一破綻処理メカニズム（Single Resolution 




























































局（EBA），②欧州証券市場当局（European Securities and Markets Authority：ESMA），③欧州保険・職業
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次に，SRM についてみる。EU 本部のあるブリュッセルに SRM の本部が置かれ，監
督当局とは別の組織とするよう規定されている。SRM の単一破綻処理委員会（Single 
Resolution Board：SRB）は，議長・副議長・4人の常任理事および加盟破綻処理当局の代


































































































































































































（25）  ただし，法的に決済（transfer）されるまでの間で，3 ヶ月～最長12 ヶ月と定められている。
（26）  また，10万ユーロの付保預金限度額については，5年ごとに欧州委員会によって見直しを図られることが規定
されている（第6条6項）。
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（1） 個人的情報交換  
・血縁関係  
・インナー・サークル
（2） 代表的情報交換  
・兼任重役  
・境界連結単位





（4） 個人的資源交換  
・政治的贈与
（5） 代表的資源交換  
・企業間人材フロー  
・人材中途採用








































































Berger, Cunningham and Drumwright（2010）は境界連結者個人がセクター間ソーシャ




段階 生成 実行 進化
信頼の発展における
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欧州委員会（EC: European Commission）では，オープンイノベーション2.0における
「Quadruple Helix Model」（クアドルプル ヘリック スモデル：4重螺旋モデル）の重要性
に着目して，ヨーロッパにおいて取り組むべき価値あるイノベーションプロセスとして紹
介している。（8）これは従来の産学官連携による「Triple Helix Model」（トリプル ヘリック
ス モデル：3重螺旋モデル）のオープンイノベーションモデルに“市民（個人）”を含めた










めの積極的なアプローチ」（10）としている。また，「Quadruple Helix Model」（クアドルプル 
ヘリック スモデル：4重螺旋モデル）について，「我々はプロセスでの政府や自治体，学術
（大学）/ 研究（R&D），ビジネスセクター，そして市民（個人）を含めたQuadruple Helix 
Innovation Model上に私たちの思考をベースにしている。このオープンイノベーションの
ヘンリー チェスブロウ（著），ウィム ヴァンハーベク（著），ジョエル ウエスト（著），  
PRTM（監修），長尾高弘（翻訳） 英治出版
（8）  European Commission / Open Innovation 2.0　参照日時2016年12月17日  
https://ec.europa.eu/digital-single-market/open-innovation-20
（9）  European Commission / Open Innovation 2.0　参照日時2016年12月17日  
https://ec.europa.eu/digital-single-market/open-innovation-20
















ン2.0の実例として，イタリア トリノ市に見るTorino Smart Innovationが挙げられる。自
治体や企業，デジタル，そして教育に大きな投資を加え，欧州で2番目のイノベーティブ
な街という評価を得ている（13）。以下でイタリア トリノ市が取り組んだTORINO SMART 
INNOVATION（Open Innovation 2.0）を紹介する。
（5）オープンイノベーション事例：TORINOSMARTINNOVATION（14）















（11）  European Commission / Open Innovation 2.0　参照日時2016年12月17日  
https://ec.europa.eu/digital-single-market/open-innovation-20
（12）  European Commission / Open Innovation 2.0　参照日時2016年12月17日  
https://ec.europa.eu/digital-single-market/open-innovation-20
（13）  European Commission / The European Capital Award – iCapital  参照日時2016年12月17日  
http://ec.europa.eu/research/innovation-union/index_en.cfm?section=icapital












を促進した。「Quadruple Helix Model」（クアドルプル ヘリック スモデル：4重螺旋モデ











る個人 / ユーザーを軸とした社会ニーズに目を向けることにより，ユーザー主体（User 
centric）でのイノベーションを共創する取り組みへと変革が始まっている。欧州委員会




と言える。また，HAAS SCHOOL OF BUSINESS , UC Berkeleyとフラウンフォーファー




（15）  TORINO SMART CITY  P,23   参照日時2016年12月17日  
http://www.nia.or.th/asialics2016/download/keynote_presentation/6_Marco_asialics_2016.pdf
（16）  European Commission / Open Innovation 2.0  参照日時2016年12月17日  
https://ec.europa.eu/digital-single-market/open-innovation-20
（17）  Fraunhofer / Survey Report |『MANAGING OPEN INNOVATION IN LARGE FIRMS』  
Executive Survey on Open Innovation 2013, 参照日時2016年12月17日  
https://www.iao.fraunhofer.de/images/iao-news/studie_managing_open-innovation.pdf





































































Step 2） What to Design （Design Thinking）  
何を“Design”するのか？それは課題解決し
























































































































































可能にする。「Quadruple Helix Model」（クアドルプル ヘリック スモデル：4重螺旋モデ
ル）に化学反応を提供するカタリスト（Catalyst）を含めた新たなイノベーションモデルは，






























1ST, Research （Internal : Inbound）
2nd, Open Innovation （Internal & External : Outbound）
3rd, Design Thinking （Internal & External : Outbound）
4th, Agile & Lean Start Up （Internal & External : Outbound）
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Open Innovation is an important innovation process for the positive approach. 
Therefore, Company must use the Open Innovation process as soon as possible. And 
Design Thinking also will be able to change the current business style with Open 
Innovation process & model. European Open Innovation model （Open Innovation 2.0） is 
using a Quadruple Helix Model with Open Innovation. I believe Japan Open Innovation 
should make the similar style with Design Thinking. Japan Company will be able to 




























































































































































































（注） 1. 各年とも3月末現在の全用途平均  

































































































             
 
               
 








































































































政令指定都市 460 185 84 72 23 83 1.16
構成比(%) 100.0% 40.3% 18.3% 15.7% 4.9% 17.9%
中核市 395 154 70 62 44 70 1.13
構成比(%) 100.0% 39.1% 17.7% 15.6% 11.2% 17.7%
その他の市 449 138 61 61 89 66 1.01






（注） 1. 市民税の税収額は、個人分及び法人分の合計  



































　　t ：当初の個人住民税率（全国一律）  
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（26）  FCA規則DTR 7.2.5 Rは，会社に対し財務報告プロセスに関連する内部統制およびリスク管理システムの主
な特徴点について記述することを義務付ける。
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（39）  武井一浩・石崎泰哲「上場企業法制における企業の中期的利益とショートターミズムとの調整（上）（下）－最
近の欧米の議論の諸相から－」2097号（2016年）21-33頁，2098号（2016年）36-46頁参照。






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1874年 （明治7） 2 5 7
※11月2日創刊
1875年 （明治8） 29 1 17 47
1876年 （明治9） 63 4 28 95
1877年 （明治10） 48 2 20 70
1878年 （明治11） 57 2 1 26 86
1879年 （明治12） 49 1 25 75
1880年 （明治13） 40 1 2 33 4 80
1881年 （明治14） 53 23 3 79
1882年 （明治15） 49 1 30 5 85
1883年 （明治16） 37 2 24 2 65
1884年 （明治17） 48 5 32 7 92
1885年 （明治18） 45 2 31 7 85
1886年 （明治19） 32 13 3 20 4 72
1887年 （明治20） 28 11 9 3 51
1888年 （明治21） 40 23 21 9 93
1889年 （明治22） 19 16 32 7 74
1890年 （明治23） 27 6 2 21 8 64
1891年 （明治24） 39 7 5 14 7 72
1892年 （明治25） 37 7 11 19 3 77
1893年 （明治26） 71 25 2 23 6 127
1894年 （明治27） 35 14 13 13 4 79
1895年 （明治28） 29 3 3 10 3 48
小計 877 138 50 476 82 1,623
（シェア） 54.0% 8.5% 3.1% 29.3% 5.0%












1896年 （明治29） 24 7 1 11 9 52
1897年 （明治30） 18 4 5 21 12 60
1898年 （明治31） 20 2 4 22 6 54
1899年 （明治32） 20 1 20 14 3 58
1900年 （明治33） 25 10 151 35 3 224
1901年 （明治34） 23 12 17 25 4 81
1902年 （明治35） 32 15 9 25 10 91
1903年 （明治36） 18 5 4 31 5 63
1904年 （明治37） 11 7 2 62 6 88
1905年 （明治38） 33 29 29 40 131
1906年 （明治39） 49 29 4 53 3 138
1907年 （明治40） 62 27 10 35 5 139
1908年 （明治41） 42 13 21 37 1 114
1909年 （明治42） 62 16 24 50 9 161
1910年 （明治43） 38 16 17 44 4 119
1911年 （明治44） 38 9 4 49 7 107
1912年 （明治45） 12 9 3 45 3 72
※7月30日まで
小計 527 211 325 599 90 1,752
（シェア） 30.0% 12.0% 18.6% 34.2% 5.1%
年平均掲載 32 13 20 36 5 106
合計 1,404 349 375 1,075 172 3,375
（シェア） 41.6% 10.3% 11.1% 31.8% 5.1%


































































































































発行年月日 明治 見出し 分類
1875.01.26 M8 結婚の風俗は国によって様々　日本では双方の親子が相談しあって決めたい 社会
1875.12.15 M8 婚礼の宴会で大盤振る舞い　仕出し料理代だけで400円／東京 社会
1876.02.23 M9 婚礼2話　仲人と3人の手軽な挙式と，7日続きの超豪華版 社会
1876.03.14 M9 ［投書］日が悪いのは十二支みな同じ　婚礼でもめる両家は頭を冷やせ 社会
1876.05.15 M9 派手な結婚式を挙げた社員を三井組が謹慎処分／横浜 その他
1876.12.30 M9 深夜に教会の外で婚礼　牧師が窓から顔を出して式を挙行／米国 社会
1877.03.23 M10 塩釜神社の社殿で結婚式　三々九度の杯を済ませ夫婦の誓約を行う／東京・蔵前 社会
1877.10.12 M10 海軍下士官以下の改名，結婚などは，すみやかに当府へ届け出のこと／東京府 その他
1877.11.17 M10 〔投書〕結婚式は分相応に　見えを張っては出費多く無駄だ 社会
1877.12.27 M10 クリスマスの日に築地の学校で結婚式　他の教会から70人が出席／東京 その他
1884.05.11 M17 政談討論会　論題は「結婚条例を設くるの利害」など／東京・柳橋万八楼 その他
1884.05.15 M17 娼妓薄雪の話　婚礼当日，庄三郎が置き手紙して姿消し破談申し入れ＝続き 社会
1885.04.07 M18 旧高松藩主松平家が子息の結婚披露で，旧藩士百余人を招待／東京・向島 社会
1885.07.05 M18 ［投書］写真結婚の害 社会
1885.08.26 M18 トルコ人の婚礼　花嫁側が嫁入り支度から生活費まで持参，活動的な儀式 その他
1885.11.15 M18 海軍武官結婚条例を制定／海軍省 その他
1886.01.09 M19 婚礼費用に困った左官職，衣類を盗み質入れ，逮捕 その他
1887.01.19 M20 外国人との結婚調査（1886年）／東京 その他
1888.01.25 M21 熱海便り　三島神社の稲種交換会　簡素な改良結婚式　など／静岡県 その他
1891.04.02 M24 結婚の栞　結婚媒酌所の利用状況／東京 社会
1891.04.19 M24 婚姻に関する古法風俗　史学会での関根正直の講演要旨＝続く その他
1891.04.20 M24 婚姻に関する古法風俗　足利将軍の婚礼儀式など／関根正直の講演要旨＝続き 社会
1891.09.18 M24 前田侯爵家から岡部子爵家へ送った嫁入り道具，多すぎて入らず，広い家へ転居 社会
1893.02.03 M26 駕籠で輿入れ　近ごろめずらしい古式の婚礼／東京 社会
1893.08.05 M26 各地の婚礼習慣 社会
1894.07.31 M27 書籍　「風俗画報」出版 その他
1904.09.19 M37 ［新細君］婚礼の巻＝1 ／黒法師（渡辺霞亭）（連載小説） その他
1904.12.01 M37 婚礼の装束 社会
1905.04.29 M38 葬式婚礼などの馬車借り賃列挙　1頭曳き幌馬車で1日5円 その他
1905.07.15 M38 噂の聞き書き　華族女学校卒業生の結婚　皇族や華族令嬢のご婚約話 その他
1906.01.24 M39 前田侯家の婚儀　分家の前田子爵家次男を養子に迎え長女を娶らす 社会
1906.02.19 M39 川柳　「婚礼」　朴念仁選 その他
1906.08.06 M39 奇聞珍聞　女学校同窓会の結婚相手願望 社会
1907.02.17 M40 出雲大社東京祠と結婚式 その他
1907.08.03 M40 日比谷大神宮で神前結婚　7月に45組 その他
1908.08.23 M41 ［応募当選　家庭実益談］＝13　1等　「新案結婚式」楓蔭生 その他
1908.11.03 M41 ［社説］婚姻と独身（2）　人生選択の一つ　独身者を指弾しない社会を＝続く 社会
1909.09.30 M42 嫁入り支度品の陳列会／東京 社会
1910.01.05 M43 新婚　日比谷大神宮で戌年最初の婚礼　田代歓六と佐羽千代子 社会
1910.02.12 M43 便利な新婚礼式 社会
1910.03.13 M43 高橋是賢と黒木愛子の結婚披露会／華族会館 社会
1910.06.21 M43 俳優の紋三郎と女優の梅代が結婚へ その他
1911.12.03 M44 ハガキ集　結婚に見る世の中の矛盾 その他
1911.12.06 M44 市川左団次の結婚式／東京・日比谷大神宮 その他





















































発行年月日 明治 見出し 分類
1876.09.22 M9 伏見宮貞愛親王と有栖川宮利子女王が婚約　10月6日に婚礼の儀 皇室
1876.10.04 M9 有栖川宮利子女王の伏見宮家への婚礼馬車行列の次第決まる 皇室
1876.10.10 M9 新婚の伏見宮夫妻がお礼に皇居を訪問 皇室
1883.08.15 M16 イタリア皇族トーマス・セーヌ殿下の結婚が決まる 海外
1884.06.07 M17 ヨーロッパ王室の結婚話 海外
1886.05.14 M19 ポルトガル太子の結婚　リスボンからの通信 海外
1888.04.11 M21 ビスマルクの辞職は脅しの辞意　婚姻を主張する皇帝へのけん制と推測／ドイツ 海外
1889.01.26 M22 清国皇帝の結婚式　皇后の嫁入り道具運搬に1600人が2日がかり 海外
1889.10.05 M22 米国特別通信　ヤンキー（1）　男女交際の自由，情交，自由結婚＝次頁へ続く 海外
1892.11.23 M25 ローマ法王がルーマニアのフェルジナンド王とイギリスのマリー姫との結婚を許可 海外
1894.08.15 M27 エジプト王がトルコの姫君に結婚申し込む 海外
1895.04.27 M28 台湾現地民の結婚式 海外
1899.12.05 M32 皇太子殿下の御慶事で懲戒官吏に特赦令の内儀 皇室
1899.12.18 M32 東宮御慶事について 皇室
1900.01.01 M33 東宮慶事　4月初旬に結婚の大典を予定，終わって伊勢宗廟へ参拝 皇室
1900.01.10 M33 当世アメリカ娘気質　母の勧める結婚を断り好きな男と自由結婚 海外
1900.02.26 M33 澎湖島の結婚式 海外
1900.03.13 M33 台北住民の結婚 海外
1900.04.26 M33 皇室婚嫁令発表／宮内大臣 皇室
1900.05.10 M33 皇太子・同妃両殿下の宮城までの行列の予定 皇室
1900.05.10 M33 皇太子・同妃両殿下の婚儀での服装 皇室
1900.05.10 M33 皇太子慶事記念切手発行の模様 皇室
1900.05.10 M33 婚儀への献納品　美術品，動植物，飲食品，装飾品　ほか 皇室
1900.05.10 M33 欧州諸国の皇室の結婚例　寺院で極めて簡単に 皇室
1901.02.07 M34 オランダ女皇陛下とドイツのシュウエリン公殿下は7日に結婚式 海外
1901.04.06 M34 侯爵山内家婚礼式　お見合いの式は伊勢流にのっとり 皇室
1902.11.22 M35 山階宮菊麿王の結婚披露 皇室
1903.02.07 M36 北白川宮貞子女王，有馬伯爵長男頼寧と結婚　婚儀の模様 皇室
1904.06.19 M37 米国で離婚流行　20年間で50万人／外国電 海外
1907.01.12 M40 韓国皇太子のご結婚式で，これからの儀式 海外
1908.05.01 M41 竹田宮・常宮両殿下の婚儀の詳報　二重橋外の光景　御学問所　供膳式　ほか 皇室





























































































































（4）  同書　85 ～ 105ページ，佐藤久光（2004年）　22 ～ 27ページ





























































人口 宿泊業 人口 宿泊業
愛媛 1,374,881 567 長崎 1,366,514 694
香川   972,156 407 和歌山   953,924 540
徳島   750,210 350 佐賀   929,390 303






























 県名  市町村名  特化係数  遍路道  特徴
 香川県  直島町 12.1 非遍路道 島全体をアートの島として演出
 愛媛県  伊方町  7.5 非遍路道 伊方原子力発電所が立地
 高知県  土佐清水市  5.2 遍路道 観光地であり遠洋漁業の基地でもある
〃  大川村 21.1 非遍路道 ふるさと留学制度で子供を受け入れ
〃  東洋町  8.5 遍路道 サーフィンなどの海洋レジャー盛ん
〃  檮原町  7.0 非遍路道 エネルギー自給率100％超を目指す
〃  大月町  5.4 遍路道 ダイビング、釣りなどの海洋レジャー
表4　遍路宿の県別比率
 経済センサス  同行２人  遍路宿比率
  徳島県 284 146 51.40%
  香川県 250 123 49.20%
  愛媛県 411 193 47.00%
  高知県 299 228 76.30%

































































 鳴門市　かどや椿荘  創業は1904年（明治37年）。霊山寺前の遍路宿。冬期
は開業せず，２月から営業を始めるという。回廊式で中庭のある作りとなっ
ている。この方式は他の遍路宿でもいくつか見られた。
② 2･5  阿波市　御所温泉観光ホテル  普通の温泉ホテル。札所までの送迎をしてくれるので宿泊した。現在休業中。
③ 2･6  吉野川市　旅館吉野  小さな遍路宿（比較的新しい建物だった）。他の宿泊者と食事時に交流ができて貴重な体験となった。
④ 2･7  神山町　植村旅館  遍路道沿いの昔ながら遍路宿。以前はもう少し山奥だったという。
⑤
 2011･3･3
 小松島市　民宿千葉  遍路宿。恩山寺のすぐ下にある。他の宿泊者との交流
ができた。
⑥ 3･4  阿南市　龍山荘  普通の遍路宿。太龍寺の住職の勧めもあって始めたという。（10）　現在は廃業したようだ。
（10）  浅川泰宏（2008年）　p115
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⑦ 3･5  阿南市　きよ美旅館  通常は寿司屋を経営。宿も持っている。
⑧ 3･6  海陽町　遊遊NASA  少し大きなホテル。歩き遍路用料金があった
⑨ 3･7  室戸市　ロッジおざき  つり宿としても事業を行っている。
⑩
 2011･9･2
 室戸市　民宿うらしま  遍路宿。台風上陸で風雨共に強く，歩行に危険を感
じたので，泊めてもらった。歴史等のインタビューは行っていない。
⑪ 9･3  安田町　民宿きんしょう  遍路宿。もともと結婚式場であったものを改装。
⑫ 9･4  香南市　住吉荘  海鮮料理の飲食店を兼ねる遍路宿
⑬ 9･5





⑭ 9･6  高知市　高知屋  1950年開業。現在の女将は２代目で70歳代と思われる。建物はきれいで料理にも凝っている宿
⑮
 2012･3･7




 中土佐町　福屋旅館  40年前に現経営者の親が買い取ったそうだ。元々は材
木商をやっていたようだ。『釣りキチ三平』の作者である漫画家の矢口高雄
がこの宿に滞在して作品を書いたそうで，その原画が部屋に飾られていた。
⑰ 3･9  黒潮町　土佐佐賀温泉こぶしのさと  第３セクターの施設のようだ。公営 の宿という雰囲気がある。遍路料金あり。
⑱ 3･10



















㉒ 9･3  愛南町　旭屋  漁港前の食堂兼民宿。国道沿いの食堂で民宿を兼ねてる。
㉓ 9･4  宇和島市　宇和島リージェントホテル  市内のビジネスホテル。遍路宿を探したが，やっていないか食事なしということだったのでここにした。
㉔
 2013･3･7
 宇和島ステーションホテル  翌日の行程を考えて，ここにした。普通の駅前
ホテル。歩きは翌８日から始めた。
㉕ 3･8





















 道後温泉　にぎたつ会館  公立学校共済組合が経営する旅館。道後温泉に近
い。
㉚ 9･3

























㉞ 3･5  新居浜市　ビジネスホテルMISORA  新居浜のはずれにある長期出張者ホテル。特に遍路用ということではない。
㉟
 2014･8･21








 三豊市　ほ志川旅館  ３代前から営業している遍路宿。かつては利用者が多
く，部屋数も多くて大規模にやっていたが，夫に先立たれ，今は小規模に運
営している。この先あと何年続けられるか，というとこだろう。
㊳ 8･24  丸亀市　アパホテル  全国チェーンのビジネスホテルを利用するのは今回が初めて。特に遍路を意識したサービスを行っているわけではない。
㊴
 2015･9･4





㊵ 9･5  高松市　ホテルローヤル屋島  屋島の前にあるビジネスホテル。長期出張者用のようで，お遍路中心ではなかった。遍路向けの特別のサービスはなかった。
㊶ 9･6





































































































































































































































































（16）  頼富本宏　前掲書　218ページ，浅川泰宏　前掲書　239 ～ 247ページ
（17）  森正人（2014年）　122ページ
（18）  浅川泰宏　前掲書　247 ～ 255ページ
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参考資料　四国４県市町村別宿泊業の特化係数　平成24年経済センサスより













全 国 5,768,489 711,733 52,045 41,592
徳 島 県 39,217 4,598 350 312 0.989 
徳 島 市 15,477 2,178 104 96 0.745 
鳴 門 市 2,979 353 36 32 1.339 
小 松 島 市 1,752 204 11 10 0.696 
阿 南 市 3,402 348 46 42 1.499 
吉 野 川 市 2,048 225 17 17 0.920 
阿 波 市 1,371 117 4 4 0.323 
美 馬 市 1,478 147 12 8 0.900 
三 好 市 1,684 174 36 31 2.369 
勝 浦 郡 勝 浦 町 276 18 2 1 0.803 
勝 浦 郡 上 勝 町 102 8 3 3 3.260 
名東郡佐那河内村 97 5 - -
名 西 郡 石 井 町 1,196 110 2 2 0.185 
名 西 郡 神 山 町 350 33 10 6 3.167 
那 賀 郡 那 賀 町 532 60 14 11 2.917 
海 部 郡 牟 岐 町 330 32 6 6 2.015 
海 部 郡 美 波 町 425 50 9 8 2.347 
海 部 郡 海 陽 町 591 65 15 14 2.813 
板 野 郡 松 茂 町 588 75 9 8 1.696 
板 野 郡 北 島 町 867 82 2 1 0.256 
板 野 郡 藍 住 町 1,507 139 2 2 0.147 
板 野 郡 板 野 町 490 43 2 2 0.452 
板 野 郡 上 板 町 448 21 2 2 0.495 
美 馬 郡 つ る ぎ 町 522 37 3 3 0.637 
三好郡東みよし町 705 74 3 3 0.472 
香 川 県 50,047 5,749 407 355 0.901 
高 松 市 23,105 2,774 142 114 0.681 
丸 亀 市 4,635 602 17 16 0.407 
坂 出 市 3,132 299 28 28 0.991 
善 通 寺 市 1,562 211 21 19 1.490 
観 音 寺 市 3,263 331 19 16 0.645 
さ ぬ き 市 2,109 230 17 15 0.893 
東 か が わ 市 1,638 176 13 12 0.880 
三 豊 市 2,975 269 20 18 0.745 
小 豆 郡 土 庄 町 982 131 39 35 4.402 
小 豆 郡 小 豆 島 町 1,089 102 23 22 2.341 
木 田 郡 三 木 町 1,021 83 3 2 0.326 
香 川 郡 直 島 町 211 53 23 22 12.082 
綾 歌 郡 宇 多 津 町 846 120 9 8 1.179 
綾 歌 郡 綾 川 町 998 94 1 - 0.111 
仲 多 度 郡 琴 平 町 775 97 19 19 2.717 
仲多度郡多度津町 861 102 8 5 1.030 
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仲 多 度 郡 ま
ん の う 町 845 75 5 4 0.656 
愛 媛 県 68,510 7,863 567 478 0.917 
松 山 市 23,100 2,874 164 138 0.787 
今 治 市 8,986 1,055 74 68 0.913 
宇 和 島 市 4,791 626 43 34 0.995 
八 幡 浜 市 2,288 247 23 17 1.114 
新 居 浜 市 5,547 673 29 22 0.579 
西 条 市 5,078 572 42 36 0.917 
大 洲 市 2,666 313 22 17 0.915 
伊 予 市 1,585 123 7 7 0.489 
四 国 中 央 市 4,549 422 28 20 0.682 
西 予 市 2,202 187 19 18 0.956 
東 温 市 1,226 121 4 3 0.362 
越 智 郡 上 島 町 340 34 10 10 3.260 
上 浮 穴 郡 久
万 高 原 町 508 51 17 12 3.709 
伊 予 郡 松 前 町 1,261 97 - -
伊 予 郡 砥 部 町 884 71 2 2 0.251 
喜 多 郡 内 子 町 941 96 11 11 1.296 
西 宇 和 郡 伊 方 町 535 67 36 28 7.458 
北 宇 和 郡 松 野 町 178 15 1 1 0.623 
北 宇 和 郡 鬼 北 町 513 37 4 4 0.864 
南 宇 和 郡 愛 南 町 1,332 182 31 30 2.580 
高 知 県 38,378 5,659 477 414 1.378 
高 知 市 17,868 2,622 137 103 0.850 
室 戸 市 873 143 19 18 2.412 
安 芸 市 967 143 7 7 0.802 
南 国 市 2,011 215 8 7 0.441 
土 佐 市 1,138 146 4 4 0.390 
須 崎 市 1,287 205 18 17 1.550 
宿 毛 市 1,464 236 30 29 2.271 
土 佐 清 水 市 987 175 46 45 5.166 
四 万 十 市 2,397 491 55 47 2.543 
香 南 市 1,267 189 8 5 0.700 
香 美 市 1,211 152 7 6 0.641 
安 芸 郡 東 洋 町 157 24 12 11 8.472 
安 芸 郡 奈 半 利 町 213 47 1 1 0.520 
安 芸 郡 田 野 町 169 14 1 1 0.656 
安 芸 郡 安 田 町 134 15 2 2 1.654 
安 芸 郡 北 川 村 46 5 1 1 2.409 
安 芸 郡 馬 路 村 49 7 2 2 4.524 
安 芸 郡 芸 西 村 152 14 3 3 2.188 
長 岡 郡 本 山 町 204 21 2 2 1.087 
長 岡 郡 大 豊 町 230 27 7 4 3.373 
土 佐 郡 土 佐 町 225 23 3 3 1.478 
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土 佐 郡 大 川 村 21 5 4 4 21.112 
吾 川 郡 い の 町 982 141 12 10 1.354 
吾 川 郡 仁 淀 川 町 344 39 10 9 3.222 
高 岡 郡 中 土 佐 町 383 54 5 4 1.447 
高 岡 郡 佐 川 町 524 80 4 4 0.846 
高 岡 郡 越 知 町 332 36 1 1 0.334 
高 岡 郡 檮 原 町 238 45 15 13 6.985 
高 岡 郡 日 高 村 213 25 - -
高 岡 郡 津 野 町 275 36 7 7 2.821 
高 岡 郡 四 万 十 町 1,026 152 22 22 2.377 
幡 多 郡 大 月 町 308 35 15 13 5.398 
幡 多 郡 三 原 村 100 13 1 1 1.108 




































































































































‘The Masuda-Report’ which to presents the whole new style of local management 
seeks the source of the new policies on palliative care. The report became the key 
essence to the Shinzo Abe’s policies, we have to evaluate thoroughly.
There are debates regarding ethical issues of ending lives. Especially, expecting the 
money from early death of the dying has been taboo all over the world. The report also 
suggests the hospice care, but by reciting the French case, it argues that the Japanese 
medicine  commits too much of the care of the incurable patients.
I strongly resist the idea of controlling the way of ending life by the government. 
This short report casts doubt on the ‘Masuda-Report’ on this matter.
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